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総人口（全国・熊本県）の推移・将来推計

全国総人口 熊本県総人口

全国 総人口

2015年（国勢調査）

12,709万人

熊本県 総人口

2015年（国勢調査）

178.6万人

全国

（万人）

熊本県

（万人）
2008年（ﾋﾟｰｸ）

12,808万人

1956年（ﾋﾟｰｸ）

190.3万人

2019年 12,617万人

2019年 174.8万人

2045年 144.2万人

▲19.2%（2015比）

推 計（出生中位・死亡中位）

2045年 10,642万人

▲16.3%（2015比）

2060年 9,284万人

▲27.0%（2015比）

１ 人口減少と人口構造の変化                                      

（１）総人口の推移 

２０１９年１０月１日現在の本県の人口は、１７４．８万人で、２０１５年の１７８．６万人

(国勢調査時)から、３．８万人(約２．１％)減少しています。 

人口の推移をみると、１９４７年から１９４９年にかけては、第１次ベビーブームにおけ

る出生数の大幅な増加により急増しました。その後、出生数は逓減したものの死亡数

を上回っていたため、自然増（※）によって増加し続け、１９５６年に１９０．３万人でピー

クを迎えました。その後、高度経済成長期における大幅な人口流出により、１９７２年ま

で減少し続けましたが、次第に人口流出は収まり、１９７３年からは一旦増加に転じた

ものの、１９９８年を境に再度、減少傾向になっています。 

国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口」では、２０４５年で 

１４４．２万人(２０１５年比 約１９．２％減)と、今後更に加速度的に人口減少が進むと見

込まれています。 

※自然増（減）：出生数が死亡数を上回る（下回る）こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・２０１９年までは、総務省統計局「国勢調査」「人口推計」より作成 

・２０２０年以降は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」「日本の地域別将来推計人口」より作成 

出典：熊本県「熊本県人口ビジョン(令和３年３月改訂版)」 



  第２章 本県の地域福祉を取り巻く現状 

9 

 

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

1
92
0

1
92
5

1
93
0

1
93
5

1
94
0

1
94
5

1
95
0

1
95
5

1
96
0

1
96
5

1
97
0

1
97
5

1
98
0

1
98
5

1
99
0

1
99
5

2
00
0

2
00
5

2
01
0

2
01
5

2
02
0

2
02
5

2
03
0

2
03
5

2
04
0

2
04
5

（
万
人
）

年齢３区分別人口の推移

熊本県総人口 年少人口 生産年齢人口 老年人口

熊本県総人口

生産年齢人口

年少人口

老年人口

1994年

推計（出生中位・死亡中位）

生産年齢人口

2019年 97.2万人

生産年齢人口

2045年 72.5万人

老年人口

2019年 54.3万人

老年人口

2045年 53.6万人

年少人口

2019年 23.3万人

年少人口

2045年 18.1万人

（２）年齢３区分別人口の推移 

２０１９年１０月１日現在の人口を年齢３区分別にみると、年少人口(０～１４歳)は  

２３．３万人(総人口に対する割合１３．３％)、生産年齢人口(１５～６４歳)は９７．２万人

(同５５．６％)、老年人口(６５歳以上)は５４．３万人(同３１．１％)で、年少人口及び生産

年齢人口は減少しており、老年人口は増加しています。１９９４年に老年人口が年少人

口を上回り、本県においては、人口減少や少子化とともに超高齢社会を迎えていま

す。 

国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口」では、２０４５年に

は年少人口が１８．１万人(２０１９年比５．２万人減)、年少人口割合が１２．６％(同０．７

ポイント減)、生産年齢人口が７２．５万人(同２４．７万人減)、生産年齢人口割合が   

５０．３％(同５．３ポイント減)、老年人口が５３．６万人(同０．７万人減)、老年人口割合

が３７．１％(同６．０ポイント増)となり、生産年齢人口の減少とともに少子高齢化が進

み、約４割が高齢者となるとされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・２０１９年までは、総務省統計局「国勢調査」「人口推計」より作成 

・２０２０年以降は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」より作成 

出典：熊本県「熊本県人口ビジョン(令和３年３月改訂版)」 
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年少人口 生産年齢人口 老年人口 年少人口（率） 生産年齢人口（率） 老年人口（率）

生産年齢人口割合

2019年 55.6%

老年人口割合

2019年 31.1%

年少人口割合

2019年 13.3%

推計（出生中位・死亡中位）

生産年齢人口割合

2045年 50.3%

老年人口割合

2045年 37.1%

年少人口割合

2045年 12.6%

老年人口割合

年少人口割合

生産年齢人口割合

人口

（万人）

割合

（％）

老年人口数

生産年齢人口数

年少人口数

0 20,000 40,000 60,000 80,000
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人口ピラミッド（2045）
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・２０１９年までは、総務省統計局「国勢調査」「人口推計」より作成 

・２０２０年以降は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」より作成 

・２０１５年は、総務省統計局「国勢調査」より作成 

・20４５年は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」より作成 

出典：熊本県「熊本県人口ビジョン(令和３年３月改訂版)」 
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２ 世帯の状況                                                

本県の総人口は減少傾向にありますが、一方で、単身世帯、夫婦のみ世帯、ひとり親

世帯数は増加傾向にあります。単身世帯については、今後も増加傾向が続くと見込ま

れます。 

 

３ 地域での付き合いの状況                                 

地域での付き合いの程度について、平成１６年（２００４年）と令和２年（２０２０年）

の調査結果（全国）を比較すると、「よく付き合っている」「ある程度付き合っている」

と答える人の割合は減少しています。 
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地域での付き合いの程度（全国）
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資料：内閣府「社会意識に関する世論調査」 
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単身世帯 

夫婦のみの世帯 

ひとり親と子からなる世帯 

その他の一般世帯 

推計値 

資料：２０１５年まで 総務省統計局「国勢調査」 
２０２０年以降 国立社会保障・人口問題研究所 

「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）」（２０１９年推計） 
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４ 高齢者の状況                                            

（１）高齢化の状況 

本県の高齢化率及び後期高齢者比率については、今後も上昇すると予測されてい

ます。特に、後期高齢者比率の伸びが大きくなることが見込まれています。 
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昭和55年
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昭和60年

(1985)
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平成7年
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平成12年

(2000)

平成17年

(2005)

平成22年

(2010)

平成27年

(2015)

令和2年

(2020)

令和7年

(2025)

令和12年

(2030)

令和17年

(2035)

高齢化率の推移（全国・熊本県）

熊本県の高齢化率（％） 熊本県の後期高齢者比率(％)

全国の高齢化率（％） 全国の後期高齢者比率（％）

推計値 

（資料）昭和５５年～平成２７年：総務省統計局「国勢調査」 

令和２年：全国は総務省統計局「人口推計（令和２年１０月 平成２７年国勢調査を基準とする推計値※）」 
※令和２年国勢調査の人口等基本集計公表後に確定人口及び同人口を基準とした値に更新される予定。 

熊本県は熊本県統計調査課「熊本県推計人口調査（年報）」 

令和７～１７年：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成２９年推計）、 

「日本の地域別将来推計人口」（平成３０年推計） 

出典：熊本県高齢者支援課「高齢者関係資料集」（令和３年９月） 
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（２）高齢者世帯の状況 

一般世帯数が減少するなか、世帯主が６５歳以上の世帯数の割合は、熊本県、全国

とも高くなると見込まれています。 

特に、本県の単独世帯数は、世帯主が６５歳以上及び７５歳以上ともに増加しつづ

け、令和７年（２０２５年）には、世帯主が６５歳以上の単独世帯数のうち、世帯主が７５

歳以上の単独世帯数は、約６０％になることが見込まれています。 
 

高齢者世帯数の将来推計（全国・熊本県） 

 

 

  

区分

割合（％）

年次 Ⓑ/Ⓐ Ⓒ/Ⓐ Ⓒ/Ⓑ Ⓓ/Ⓐ Ⓓ/Ⓑ Ⓔ/Ⓐ Ⓔ/Ⓑ

熊本県 702,565 275,240 39.2 83,461 11.9 30.3 88,448 12.6 32.1 103,331 14.7 37.5

全国 53,331,797 18,813,089 35.3 5,927,686 11.1 31.5 6,256,182 11.7 33.3 6,629,221 12.4 35.2

熊本県 703,087 300,942 42.8 95,865 13.6 31.9 96,430 13.7 32.0 108,647 15.5 36.1

全国 54,107千世帯 20,645千世帯 38.2 7,025千世帯 13.0 34.0 6,740千世帯 12.5 32.6 6,880千世帯 12.7 33.3

熊本県 696,199 309,732 44.5 102,515 14.7 33.1 98,820 14.2 31.9 108,397 15.6 35.0

全国 54,116千世帯 21,031千世帯 38.9 7,512千世帯 13.9 35.7 6,763千世帯 12.5 32.2 6,756千世帯 12.5 32.1

熊本県 684,414 309,852 45.3 107,486 15.7 34.7 97,496 14.2 31.5 104,870 15.3 33.8

全国 53,484千世帯 21,257千世帯 39.7 7,959千世帯 14.9 37.4 6,693千世帯 12.5 31.5 6,605千世帯 12.3 31.1

熊本県 667,560 303,229 45.4 110,398 16.5 36.4 93,261 14.0 30.8 99,570 14.9 32.8

全国 52,315千世帯 21,593千世帯 41.3 8,418千世帯 16.1 39.0 6,666千世帯 12.7 30.9 6,509千世帯 12.4 30.1

区分

割合（％）

年次 Ⓑ/Ⓐ Ⓒ/Ⓐ Ⓒ/Ⓑ Ⓓ/Ⓐ Ⓓ/Ⓑ Ⓔ/Ⓐ Ⓔ/Ⓑ

熊本県 702,565 139,246 19.8 49,074 7.0 35.2 40,923 5.8 29.4 49,249 7.0 35.4

全国 53,331,797 8,701,118 16.3 3,200,944 6.0 36.8 2,728,292 5.1 31.4 2,771,882 5.2 31.9

熊本県 703,087 149,924 21.3 54,213 7.7 36.2 44,577 6.3 29.7 51,134 7.3 34.1

全国 54,107千世帯 10,424千世帯 19.3 3,958千世帯 7.3 38.0 3,279千世帯 6.1 31.5 3,187千世帯 5.9 30.6

熊本県 696,199 171,689 24.7 61,480 8.8 35.8 52,842 7.6 30.8 57,367 8.2 33.4

全国 54,116千世帯 12,247千世帯 22.6 4,700千世帯 8.7 38.4 3,881千世帯 7.2 31.7 3,666千世帯 6.8 29.9

熊本県 684,414 186,126 27.2 67,765 9.9 36.4 57,412 8.4 30.8 60,949 8.9 32.7

全国 53,484千世帯 12,763千世帯 23.9 5,045千世帯 9.4 39.5 3,976千世帯 7.4 31.2 3,742千世帯 7.0 29.3

熊本県 667,560 186,987 28.0 70,537 10.6 37.7 56,369 8.4 30.1 60,081 9.0 32.1

全国 52,315千世帯 12,403千世帯 23.7 5,075千世帯 9.7 40.9 3,762千世帯 7.2 30.3 3,566千世帯 6.8 28.8

世帯主が65歳以上の世帯数

総数
Ⓑ

単独世帯数
Ⓒ

夫婦のみの
世帯数Ⓓ

その他の世
帯数Ⓔ

割合（％） 割合（％） 割合（％）
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(2035)

一般世帯数
Ⓐ

単独世帯数
Ⓒ

割合（％） 夫婦のみの
世帯数Ⓓ

割合（％） その他の世
帯数Ⓔ

割合（％）
一般世帯数

Ⓐ

平成27年

(2015)

令和2年

(2020)

令和7年

(2025)

令和12年

(2030)

令和17年

(2035)

世帯主が75歳以上の世帯数

総数
Ⓑ

出典：熊本県高齢者支援課「高齢者関係資料集（令和３年９月）」 

（資料）平成２７年は総務省統計局「国勢調査（H27）」、令和２年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計

（全国推計）」（平成３０年推計）及び「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）」（平成３１年推計） 

※全国の将来推計は国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推計）」において千世帯単位での公表。 
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（３）介護保険制度の実施状況 

要介護認定者は、令和２年（２０２０年）４月末現在で109,212人となり、平成１３年

（２００１年）４月から 53,556人増加しています。 

また、認定率（第１号被保険者に占める６５歳以上の認定者の割合）は１９．８%とな

っており、全国を１．３ポイント上回っています。 

 

要介護（要支援）認定者数、認定率の推移（熊本県） 

 

 

要介護（要支援）認定者の介護度別状況（熊本県） 

（令和 2年 4月末現在） 

    要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 計 

第１号被保険者 12,643 14,369 24,254 19,053 13,940 14,001 9,199 107,459 

第２号被保険者 178 279 370 343 235 167 181 1,753 

認定者総数 12,821 14,648 24,624 19,396 14,175 14,168 9,380 109,212 

第１号被保険者認定率 2.3% 2.6% 4.5% 3.5% 2.6% 2.6% 1.7% 19.8% 

 〃 （全国）認定率 2.6% 2.6% 3.7% 3.2% 2.4% 2.3% 1.7% 18.5% 
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第１号被保険者数 第２号被保険者数
熊本県第１号被保険者認定率 全国第１号被保険者認定率

出典：熊本県高齢者支援課「高齢者関係資料集（令和３年９月）」 

（資料）介護保険事業状況報告 
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（４）認知症高齢者の状況 

全国の認知症有病者数（以下「有病者数」という。）は、平成２４年（２０１２年）の約  

４６０万人から増加し、令和７年（２０２５年）には７００万人を超える（※）ことが予想さ

れます。また、６５歳以上の人口に対する認知症有病者の割合も平成２４年（２０１２年）

から増加し、令和７年（２０２５年）には、20.6％（※）となることが予想されます。 

本県の有病者数で見ると、平成２４年（２０１２年）時点の約７万人から、年々増加し

ており、令和７年（２０２５年）には１１万人を超える（※）ことが予想されます。 

全国、本県ともに、令和７年（２０２５年）以降も認知症有病者数が増加する見込みで

す。 

※各年齢層の認知症有病率が、平成２４年（２０１２年）以降上昇すると仮定した場合の推計 

 

認知症高齢者数の現状（推計）（熊本県・全国） 
                                （単位：万人） 

 
 

 

 

  

出典：熊本県高齢者支援課「高齢者関係資料集（令和３年９月）」 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来人口推計（平成２９年推計）」及び平成２６年度厚生労働科学研究を基に熊本県

認知症対策・地域ケア推進課作成 

（注）上段は各年齢層の認知症有病率が、平成２４年（２０１２年）以降一定と仮定した場合、下段は平成２４年（２０１２年）以降 

上昇すると仮定した場合の推計 

・年齢、性別、生活習慣病（糖尿病）の有病率が認知症の有病率に影響することがわかっている。 
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５ 障がい者の状況                                            

本県の障害者手帳所持者数は、令和２年度（２０２０年度）末現在１２５，７０３人で、

身体障がい者が８５，６１２人で約７０％を占め、知的障がい者（２０，６９８人）と精神障

がい者（１９，３９３人）が約１５％ずつとなっています。 

手帳所持者の総数は平成２６年度（２０１４年度）末をピークに緩やかに減少していま

すが、これは身体障がい者の減少によるものです。知的障がい者と精神障がい者は増

加しています。 

 

 

 

 

 

  

資料：熊本県障がい者支援課 

96,583 96,231 96,786 96,889 95,927 94,570 92,837 90,829 89,435 87,503 85,612 

15,198 15,687 16,316 16,859 17,307 17,909 18,486 19,046 19,672 20,223 20,698 

12,302 12,829 13,572 14,738 15,378 16,068 16,461 17,235 17,989 18,855 19,393 
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６ 生活保護の状況                                       

本県の保護の動向は、平成２７年度（２０１５年度）をピークとして減少に転じ、令和２

年度（２０２０年度）の平均で、被保護世帯数１９，４５０世帯（前年度比５９世帯増）、被

保護人員２４，３６４人（同２０７人減）となり、世帯は微増し、人員は減少しています。 

また、保護率は、全国より低い傾向にあります。 

 ※保護率：千分率である‰（パーミル）で表記するのが一般的であり、人口１，０００人当たり 

の被保護人員数の割合である。 

 

 

 

 

  

資料：熊本県社会福祉課「熊本県の生活保護 令和元年度 統計資料」 
※令和２年度は速報値 
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7 自殺者の状況                                       

本県の自殺者数は減少傾向にありましたが、令和元年（２０１９年）以降２年連続で増

加し、令和２年（２０２０年）は、２９６人となりました。 

令和２年（２０２０年）の自殺者数をみると、男女別では男性の方が多く、全体の７３％

を占めています。また、年齢別では、４０歳代が最も多く、次いで５０歳代、６０歳代とな

っています。 
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８ 児童虐待の状況                                     

県内の児童相談所が対応した児童虐待相談の対応件数は、増加傾向にあり、令和２

年度（２０２０年度）は、２，４３０件となりました。 

 

９ DV（ドメスティック・バイオレンス）の状況                                         

県内の主な相談窓口におけるＤＶ相談件数の合計は、令和２年度（２０２０年度）は

４，７０７件となりました。令和元年度（２０１９年度）以降２年連続で増加しています。 
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資料：熊本県子ども家庭福祉課 

県警、女性の人権ホットライン（熊本地方法務局）対応分は、暦年集計 
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１０ 再犯者の状況                                      

本県の刑法犯検挙者数は毎年減少しており、再犯者数も減少傾向にありますが、

令和２年（２０２０年）の再犯者率は４９．９％と、検挙者の半数が再犯者という状況で

す。 
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１１ 被災者の状況                                         

（１）平成２８年熊本地震に伴う応急仮設住宅等の入居状況 

平成２８年熊本地震では多くの住家が被害を受け、応急仮設住宅等（※）には、最大

で４７，８００人（２０，２５５戸）（平成２９年（２０１７年）５月）の被災者が入居しました。

その後、住まいの再建が進み、令和４年（２０２２年）２月時点の入居者は、１１２人（４４

戸）となりました。現在の入居者の多くは、土地区画整理事業など公共事業の影響を

受けているケースです。 

   ※応急仮設住宅等：建設型応急住宅、賃貸型応急住宅、公営住宅等（公営住宅、国家・地方

公務員住宅等）。 

 

 

（２）令和２年７月豪雨に伴う応急仮設住宅等の入居状況 

令和２年７月豪雨では多くの住家が被害を受け、応急仮設住宅等には、最大で 

４，２１７人（１，８１４戸）（令和３年（２０２１年）１月）の被災者が入居しました。現在、住ま

いの再建が進んでいるところです。 

 

  

資料：熊本県健康福祉政策課すまい対策室 

資料：熊本県健康福祉政策課すまい対策室 
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１２ 新型コロナウイルス感染拡大の影響                         

新型コロナウイルス感染症が世界中で感染拡大し、本県でも、令和２年（２０２０年）

２月に初めて感染が確認されてから令和４年（２０２２年）３月１０日までに、感染者が

５万５千人を超えました。 

感染拡大により県経済が大きな影響を受けており、収入減少等により生活困窮に

陥る人が増加することが懸念されます。また、外出自粛による社会的孤立や、高齢者

の心身機能の低下等、様々な影響が懸念されます。 

また、感染流行の波が到来した時を中心に、サロン活動が実施できない、人材育成

のための集合型研修が開催できない、訪問活動を自粛するなど、地域福祉活動にも

影響が出ています。 

 

 

１３ 国の動き（社会福祉法の一部改正）                            

令和２年（２０２０年）６月１２日、「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一

部を改正する法律」が公布されました。市町村の包括的な支援体制構築に向けた新

事業の創設（重層的支援体制整備事業、詳細は８７頁）が盛り込まれ、令和３年（２０２１

年）４月１日から施行されています。 

この法律の趣旨は、少子高齢化が急速に進行し、社会が人口減少に直面するとと

もに、単身世帯の増加等、家族のあり方や地域社会も変化する中で、個人や世帯の抱

える課題が複雑化・複合化している状況を踏まえ、市町村の包括的支援体制の構築

等所要の措置を講じて、全ての地域住民が相互に人格と個性を尊重し合いながら、

参加し、共生する地域社会の実現を図ることとされています。 

なお、平成２９年（２０１７年）６月２日公布された「地域包括ケアシステムの強化のた

めの介護保険法等の一部を改正する法律」においては、地域福祉推進の理念が規定

されるとともに、この理念を実現するため、市町村が包括的な支援体制づくりに努め

る旨が規定されました。 

 


